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流域治水型の災害復旧の促進

○ 災害復旧事業においても、流域治水の考え方に基づき、上流から下流、本川・支川の流域全体を俯瞰し、流域
全体で水災害リスクを低減する対策を推進する。

○ 本川上流や支川において堤防の決壊や越水が発生した場合、堤防の原形復旧に拘らず、遊水地や輪中堤等
の整備や土地利用規制を組み合わせた復旧方法も選択しやすくするよう、災害復旧制度を拡充する。

流域治水型の再度災害防止対策

浸水

低い堤防が越水・決壊し、浸水 従来の再度災害防止対策

追加の改修
（河道掘削等)

引堤・河道掘削等 下流への負荷を考慮した追加の改修

を実施 （追加の河川事業で実施）

＜考えられる対策＞
被災水位に対応して

堤防の嵩上げ、引堤、河道掘削

により背後地全体の浸水を防ぐ

（災害復旧事業又は改良復旧事業で実施）

（災害復旧の新しい選択肢）
＜考えられる対策＞

輪中堤や遊水地、排水施設（例：小口
化・規格化により低コストで維持管理が容易

なポンプ施設）等の整備により、 遊水機
能を確保しつつ、家屋浸水を防御

下流における改修を待つことなく、
被災箇所の再度災害防止を実現

遊水機能確保

輪中堤

追加の改修
（河道掘削等)

排水機能
の強化

１．ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践［８／１５］

従来の再度災害防止対策の事業費を上

回らないこと等を条件に、災害復旧事業

により、下流における改修を必要としな

い対策（遊水地や輪中堤等の整備など）

を実施可能にする。

拡充内容
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高台まちづくり（高台・建物群）の推進
１．ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践［９／１５］

○ 令和２年 12 月に策定した「災害に強い首都『東京』形成ビジョン」に基づき、高台まちづくりを推進するため、水害リスクや避難
のあり方を踏まえ、モデル地区における高台まちづくりの実践を地方公共団体と連携して推進。

○ 高台まちづくりの一環として高規格堤防整備事業の加速化を図る、税制特例（固定資産税、不動産取得税）の延長を要求。

土地区画整理等＋高規格堤防

国管理河川 国、都管理河川
大規模浸水時のイメージ

P

天端道路

都管理河川

避難スペース

電源等

民間開発等＋高規格堤防

高規格堤防

高台公園

都県境の橋梁

通路

民間活力

通路 通路 通路

避難
スペース

既設堤防川裏法面 既設堤防川裏法面

学校・公共施設

鉄道駅

排水施設

高規格堤防整備事業の流れ

河川区域 河川区域 河川区域

①移転 ②盛土等 ③完成

土地を使用
工期 通常３～５年

仮移転 本移転
高規格堤防特別区域

新築する固定資産税を減額

＜住民負担の軽減や円滑な合意形成を図る税制の特例＞

不動産取得税の課税標準の
特例措置の適用（２年）

建築物等（建物群）による
高台まちづくり

高台公園を中心とした
高台まちづくり

高規格堤防の上面を活用した
高台まちづくり

篠崎地区周辺の高台まちづくり（高台化）の検討（江戸川区の例）

・高規格堤防、都市計画道路及び都県橋、土地
区画整理などの課題に一体的に取り組む高台ま
ちづくり

・都市計画道路及び都県橋の早期完成を目指す
事業手法の検討

・ 「篠崎公園地区」高台まちづくりを促進する事
業手法検討

高台まちづくりのイメージ モデル地区における高台まちづくりの実践

災害に強い首都『東京』形成ビジョンより

●早い段階からの避難が出来なかった場合でも、命の安全・最低限の避難
生活水準を確保できる避難場所にもなる「高台まちづくり」を推進する。

【不動産取得税】

高規格堤防整備事業により家屋の一時移転の対象となった者に対し、収用等に
認められる税制上の特例措置に準じ、高規格堤防特別区域の公示日から２年以
内に建替家屋を取得した場合に課税標準から従前家屋の価格を控除

特例措置の期限延長を要求（令和７年３月31日までの３年間）

【固定資産税】

高規格堤防整備事業のために使用された土地に従前権利者が新築する家屋の
固定資産税について税額を減税

特例措置の期限延長を要求（令和６年３月31日までの２年間）
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水害リスク情報の充実（浸水想定区域図・ハザードマップの空白域の解消）

○水害リスク情報の空白域において浸水被害が多発

○ 近年、気候変動による水害が頻発化・激甚化しており、例えば、令和元年東日本台風では、中小河川等の水害
リスク情報の提供を行っていないエリアで多くの浸水被害が発生。

○ このような水害リスク情報の空白域を解消するため、水防法を改正し、浸水想定区域図及びハザードマップの
作成・公表の対象を全ての一級・二級河川や下水道※に拡大。

○ 早急に浸水想定区域図等を作成・公表し、水害リスク情報の空白域を解消するため、防災・安全交付金による
財政支援を強化。

洪水予報河川や水位
周知河川以外の河川
の氾濫により浸水被害
が発生しているエリア

阿武隈川水系阿武隈川
洪水浸水想定区域図
（想定最大規模）
平成２８年６月１０日

○水防法を改正し、洪水浸水想定区域及び雨水出水浸水想定区域の指定対
象を拡大

早急に水害リスク情報の空白域を解消するため
防災・安全交付金による財政支援を強化

丸森町（字神明南地内）の被災状況（令和元年東日本台風）

※全ての一級・二級河川や下水道とは、住宅等の防護対象のある全ての一級・二級河川や浸水対策を目的として整備された下水道のこと。

・令和元年東日本台風では、堤防が決壊した７１河川のうち４３河川
（約６割）、内水氾濫による浸水被害が発生した１３５市区町村のうち
１２６市区町村（約９割）が水害リスク情報の空白域。

・洪水予報河川及び水位周知河川（約２，０００河川）や水位周知下水道（約２０団体）
に加え、周辺に住宅等の防護対象のあるものについて指定対象に追加し、洪水浸
水想定区域では約１５，０００河川、雨水出水浸水想定区域では約１，０００団体が
新たに指定対象として追加。

１．ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践［２／１５］

主要駅前の浸水
（令和元年東日本台風）

中心市街地の浸水
（令和元年8月の前線に伴う大雨）

佐賀市仙台市

指定対象河川の拡大イメージ洪水浸水想定区域及び雨水出水浸水想定区域の
指定対象数

新たに指定対象となる河川及び
その洪水浸水想定区域（イメージ）

公表されている洪水浸水想定区域

水害リスク情報の空白域における浸水被害事例
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